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 2014年 2015年 2016年 

行政法総論 21％/24点 25％/28点 29％/32点 

行政手続法 11％/12点 18％/20点 18％/20点 

行政不服審査法 ７％/８点 ７％/８点 11％/12点 

行政事件訴訟法 18％/20点 29％/32点 21％/24点 

国家賠償法 ７％/８点 ７％/８点 ７％/８点 

地方自治法 29％/32点 11％/12点 11％/12点 

総 合 ７％/８点 ３％/４点 ３％/４点 

行政法 出題傾向① 

 21 22 23 24 25 26 27 28 

公法と私法  ○  ○ ○    

行政組織法 ○ ○  ○ ○  ○  

公務員法 ○ ○ ○  ○ ○ ◎  

行政立法  ○ ○   ○ ○  

行政行為   ○ ○  ○  ◎ 

行政契約    ○     

行政指導  ○       

行政計画 ○        

行政調査      ○   

行政裁量 ○ ○ ○ ○ ○   ○ 

行政上の義務履行確保 ○ ○ ○    ○  

行政罰 ○    ○    
 

行政法 出題傾向② 

 21 22 23 24 25 26 27 28 

処分性    ○    ○ 

原告適格  ○  ○  ○   

訴えの利益      ○   

取消訴訟の判決  ○     ○  

執行停止 ○  ○    ○  

教 示         

無効等確認訴訟    ○    ○ 

不作為の違法確認訴訟      ○  ○ 

義務付け訴訟   ○  ○    

差止訴訟         

当事者訴訟 ○  ○  ○    

行政法 出題傾向③ 

 21 22 23 24 25 26 27 28 

地方公共団体総論 ○   ○     

地方公共団体の種類 ○ ○   ○  ○  

直接請求     ○ ○   

条例制定権     ○ ○ ○ ○ 

議 会         

執行機関   ○   ○   

長と議会の関係    ○     

監査制度 ○        

住民監査請求・住民訴訟 ○ ○ ○  ○ ○ ○  

公の施設  ○ ○      

国の関与    ○    ○ 

行政法 出題傾向④ 
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行政法 出題分析① 
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≪行政法択一式≫ 

① 正答率６０％以上（Ａランク） 

  → 19問中13問  

② 出題形式  

    → 個数０問、組合せ４問 

③ 内容 

  → 判例問題、19問中９問 
 

 

    

 

行政法 出題分析②  

① 
•制度趣旨 

② 
•理由づけ 

③ 
• 結論 

法的思考プロセスとは 

判 決 

本案審理 

要件審理 

訴え提起 

取消訴訟の流れ 

① 処分性 

② 原告適格 

③ 訴えの利益 

④ 被告適格 

⑤ 管轄裁判所 

⑥ 不服申立前置 

⑦ 出訴期間 

取消訴訟の訴訟要件 

外部性 
公権力

性 

個別 
具体性 

法効果
性 

処分性判断の考慮要素 

 

Ｃ Ｄ 

（売主） 

土地 

（買主） 

法 律 

憲 法 

命 令 

法令の構造 
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・政令（内閣） 

・省令（大臣） 

・内閣府令（内閣総理大臣） 

・規則（委員会、庁、地方公共団体の長） 

 

行政立法① 

行政立法 

法規命令 

行政規則 

委任命令 

執行命令 

訓 令 

通 達 

行政立法② 

行政契約① 

給付行政の分野で広く利用 

 ∵ 侵害留保説からは法律の留保が及ばず 

   フレキシブルな活用が可能 

 

給水契約（水道法１５条２項） 

  「正当理由」がなければ給水契約を拒めな  

  いとして、契約自由の原則に対する制約を 

  設けている。 

行政契約② 

水道法上の「正当理由」該当性 

 

☆武蔵野マンション事件（最判平成元年11月８日） 

行政指導に従わないことは「正当理由」に当たらない 

 

☆志免町給水拒否事件（最判平成11年１月21日） 

慢性的な水不足による給水拒否は「正当理由」に当たる 

行政契約③ 

事業の完了 

清算金徴収 

土地建物登記 

仮換地処分 

工事 

仮換地指定 

事業計画の決定 

都市計画決定 

土地区画整理事業の流れ 


